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平成１５年住宅・土地統計調査結果（確報）の概要 
             
                              平成 １７ 年 ３ 月 
                                                          茨城県企画部統計課 
 
Ⅰ  調査の概要 
 １ 調査の目的 

住宅・土地統計調査は，我が国における住宅及び住宅以外で人が居住する建物に関

する実態並びに現住居以外の住宅及び土地の保有状況その他の住宅等に居住してい

る世帯に関する実態を調査し，その現状と推移を全国及び地域別に明らかにすること

により，住宅・土地関連諸施策の基礎資料を得ることを目的としている。 
なお，住宅・土地統計調査は，昭和23年以来５年ごとに実施してきた住宅統計調査

の調査内容等を前回調査時（平成10年）に変更したものであり，15年調査はその12
回目に当たる。 

 
 ２ 調査の根拠 
    統計法（昭和22年法律第18号）及び住宅・土地統計調査規則（昭和57年総理府令第41号） 

 
 ３ 調査の時期 

調査は，平成15年10月1日現在で実施した。 
 
 ４ 調査の地域 

全国の平成12年国勢調査調査区の中から約４分の１の調査区を抽出し，これらの調
査区において平成15年２月１日現在により設定した単位区のうち，約21万単位区（以
下「調査単位区」という。）について調査した。茨城県では、5,235調査単位区，約９
万世帯の世帯員に調査を実施した。 

 
 ５ 調査の対象 

調査期日において調査単位区内から抽出した住宅及び住宅以外で人が居住する建

物並びにこれらに居住している世帯（１調査単位区当たり17住戸，全国約400万世帯）
を対象とした。 

 
６ 調査事項 

 (1)  住宅等に関する事項 
   居住室の数及び広さ，敷地面積，所有関係に関する事項等 

 (2) 住宅に関する事項 
 構造，床面積，建築面積，建て方，設備に関する事項，種類，建築時期等           

 (3) 世帯に関する事項 
 構成，種類，年間収入等 
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 (4) 家計を主に支える世帯員又は世帯主に関する事項 
 従業上の地位，前住居に関する事項，通勤時間，現住居に入居した時期等 

 (5) 住環境に関する事項 
 敷地に接している道路に関する事項 

 (6) 現住居以外の住宅及び土地に関する事項  
 所有関係に関する事項，面積に関する事項，利用に関する事項 
＊調査表甲：項目（１）～（５） 
 調査表乙：項目（１）～（６） 
 
  

７ 調査の方法 
    調査は，県知事が任命した調査員が各調査対象を訪問して調査票を配布し，後日取集
する方法により行った。 

 
８ 調査の公表 
    今回の調査について，茨城県に関する結果（確報）が，平成１７年２月２５日付けで
総務省から公表された。この結果を掲載した報告書は，総務省から近日刊行される予定

である。 
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Ⅱ  調査結果の概要 
  １  住宅・世帯の状況 
      総住宅数は約７％増加 
      茨城県の総住宅数は１１３万５,９００戸で，前回調査（平成 10 年）の１０６万４,
８００戸に比べ７万１,１００戸，６．７％増加した。 

      また，総世帯数は９８万７,４００世帯で，前回調査の９３万３,４００世帯に比べ５
万４,０００世帯，５．８％増加した。 

      この結果，１世帯当たりの住宅数は，前回調査の１．１４戸から１．１５戸に増加
した。 

   

図－１  総住宅数及び総世帯数－茨城県
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２  居住世帯の有無 
      空き家は総住宅の約１３％ 
      総住宅数１１３万５,９００戸のうち，居住世帯のある住宅は９８万３,０００戸（ 
    ８６．５％），空き家，建築中の住宅など居住世帯のない住宅は１５万２,９００    
戸（１３．５％）であった。 

    居住世帯のない住宅の内訳をみると，空き家は１４万６,７００戸で，前回調査の１
２万９,４００戸に比べ，１万７,３００戸，１３．４％増加した。 

   総住宅数に占める空き家数の割合（空き家率）は１２．９％で，前回より０．７ポ

イント上昇した。 
      空き家の内訳についてみると，「賃貸用の住宅」及び「売却用の住宅」が合計で９万

４００戸で空き家全体 の６１．６％を占めている。 
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図－２  空き家数及び空き家率の推移－茨城県
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 ３  住宅の種類 
     専用住宅が住宅全体の９６％を占める 
     居住世帯のある住宅を種類別にみると，居住専用に建築された「専用住宅」が９４万 
   ７,２００戸（９６．４％），居住部分が店舗等の事業用の部分と結合している「店舗そ 
   の他の併用住宅」が３万５,９００戸（３．６％）となっており，専用住宅の占める割合 
   が極めて高くなっている。 
 

   表－１  住宅の種類別住宅数  

  総数 専用住宅 農林漁業 店舗その他 

 年次 併用住宅 の併用住宅 

 昭和38年 414,000 203,000 161,000 50,600 

住     43年 455,910 292,050 115,210 48,650 

     48年 528,500 461,300 22,500 44,700 

宅     53年 613,400 560,600 8,000 44,800 

     58年 698,700 648,500 1,600 48,600 

数     63年 757,500 706,700 600 50,200 

 平成５年 846,900 803,600 500 42,800 

    10年 926,900 883,700 700 42,500 

(戸） 15年 982,400 946,800 - 35,600 

 昭和38年 100.0 49.0 38.8 12.2 

割     43年 100.0 64.0 25.3 10.7 

     48年 100.0 87.3 4.2 8.5 

     53年 100.0 91.4 1.3 7.3 

     58年 100.0 92.8 0.2 7.0 

合     63年 100.0 93.3 0.1 6.6 

 平成５年 100.0 94.9 0.1 5.0 

    10年 100.0 95.3 0.1 4.6 

(％） 15年 100.0 96.4 - 3.6 
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  ４  住宅の建て方 
      約１／４が共同住宅 
      居住世帯のある住宅を建て方別にみると，一戸建は７３万１,７００戸（７４．４％） 
    ，長屋建１万７,２００戸（１．７％），共同住宅２３万２,０００戸（２３．６％），そ 
    の他２,１００戸（０．２％）となっている。 
      前回調査と比べると，一戸建が３．９％増であるのに対し，共同住宅は１６．６％ と 
    大幅に増加している。共同住宅の中では，「１・２階」が１４．２％増，「３～５階」

が２３．４％増，「６階以上」は２．９％増となった。   

図－３  住宅の建て方別割合の推移－茨城県
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  ５  住宅の構造   
      木造が５０％ 
      居住世帯のある住宅を構造別にみると，木造４９万２,０００戸（５０．０％），防 
    火木造２６万９,８００戸（２７．４％），鉄骨・鉄筋コンクリート造１５万１,８００
戸（１５．４％），鉄骨造６万７,７００（６．９％）となっている。 

   前回調査に比べ，木造は１．５ポイント，防火木造が０．５ポイント，鉄骨・鉄筋 
  コンクリート造が２．０ポイント下降した。 
   なお，今回の調査から鉄骨造の区分が新設された。 
 

図－４  住宅の構造別割合の推移－茨城県
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 ６  建築の時期 
      ９６％の住宅が昭和２６年以降の建築 
      居住世帯のある住宅を建築の時期別にみると，「昭和２５年以前」に建築された住宅
は４万４,４００戸で，「昭和２６年以降」建築された住宅が全体の９５．５％を占めて
いる。 

   また，「平成３年以降」建築された住宅は３４万７,５００戸で全体の３５．４％を占
めている。 

    １）建築時期不詳を含む。  ２）その他を含む。 
 
  ７  住宅の所有関係 
      持ち家率はほぼ横ばい 
      居住世帯のある住宅を所有の関係別にみると，持ち家は６８万８,８００戸で，居住 
    世帯のある住宅全体に占める割合（持ち家率）は７０．１％となっており，前回調査 
    の７０．４％と比べて，ほぼ横ばいとなっている。 
  

     

図－５  住宅の所有の関係別割合－茨城県（平成15年）
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表－２  建築の時期別建て方別住宅数－茨城県（平成 15 年）    
    単位：戸 

建築の時期 総数２） 一戸建 長屋建 共同住宅 

総数１） 983,000 731,700 17,200 232,000 

昭和 25 年以前 44,400 43,300 400 600 

昭和 26 年～35 年 24,200 22,200 900 1,000 

昭和 36 年～４5 年 79,200 66,200 3,100 9,600 

昭和 46 年～55 年 210,000 169,400 3,900 36,300 

昭和 56 年～60 年 117,100 96,400 1,600 18,800 

昭和 61 年～平成 2年 132,500 95,000 2,100 35,200 

平成 3 年～7年 145,800 94,300 1,300 50,100 

平成 8 年～10 年 93,700 62,600 900 30,100 

平成 11 年 25,200 16,900 300 7,900 

平成 12 年 26,500 18,300 300 7,800 

平成 13 年 24,400 16,400 400 7,600 

平成 14 年 19,700 13,000 400 6,100 

平成 15年 1月～15年 9月 12,200 8,200 200 3,800 
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  ８  住宅の規模 
      住宅規模は拡大傾向 
      居住専用に建築された「専用住宅」について，１住宅当たりの居住室数，居住室の
畳数及び延べ面積により住宅の規模をみると，１住宅当たりの居住室数は５．１６室，

居住室の畳数は３６．２８畳，延べ面積は１０５．１９㎡となった。 
   前回調査に比べて，それぞれ０．０３室，１．４８畳，３．１２㎡増加しており，

住宅規模は拡大傾向にあることがわかる。 
 

図－６  専用住宅１住宅当たり延べ面積の推移－茨城県
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 ９  敷地面積 
      １住宅当たりの敷地面積は４５４㎡ 

    一戸建住宅の１住宅当たりの敷地面積は４５４㎡である。内容をみると，一戸建の
持ち家の場合，１住宅当たりの敷地面積が４８０㎡，一戸建の借家の場合，１住宅当

たりの敷地面積が１５７㎡となっている。 

図－７  敷地面積別一戸建住宅数－茨城県（平成15年）
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１０  住宅の設備 
      水洗化率は約８８％に上昇 
      居住世帯のある住宅のうち，水洗トイレのある住宅は８６万３,１００戸，全体の 
  ８７．８％であった。 
   前回調査が７５万１,７００戸，８１．１％であったから，トイレの水洗化が進んで  
いることがわかる。 

図－８  住宅の所有関係別水洗化率－茨城県（平成15年）
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１１  高齢者等のための設備 
      高齢者等のための設備がある住宅は約４割 
      高齢者や身体障害者などに配慮した住宅設備として，「手すりがある」住宅は３１．

６％（うち階段２１．９％，浴室１５．０％，トイレ１２．８％など），「またぎやす

い高さの浴槽」があるのは１９．５％となっている。 
    また，平成３年以降建築された住宅に限ると，５２．７％が高齢者等のための何 
    らかの設備があり，バリアフリーへの関心が高まっていることがうかがえる。 
   

表－３  高齢者等のための設備がある住宅の割合－茨城県（平成 15 年） 
   

                   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

項           目 住宅戸数 割合（％） 

住宅総数 983,000 100.0 

高齢者等のための設備のある住宅（全体） 398,200 40.5 

   手すりがある（全体） 310,700 31.6 

   玄関 54,300 5.5 

   トイレ 125,900 12.8 

   浴室 147,400 15.0 

   脱衣所 26,700 2.7 

   廊下 38,500 3.9 

   階段 215,200 21.9 

   居住室 15,400 1.6 

  またぎやすい高さの浴槽 191,600 19.5 

  廊下などが車椅子で通行可能 127,000 12.9 

  段差のない屋内 127,000 12.9 
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１２  高齢者のいる世帯 
      高齢者のいる世帯は約３７％ 
      １住宅に１世帯が住んでいる場合，その世帯を「主世帯」とし，また，１住宅に 2
世帯以上住んでいる場合，家主など主な世帯を「主世帯」として，「主世帯」のうち，

６５歳以上の世帯員がいる世帯数の推移をみると，平成１０年には，９２万６,９００
世帯中３１万６,０００世帯，３４．１％であったが，平成１５年には，主世帯９８万
３,０００世帯中３６万４,８００世帯，３７．１％となり、前回調査に比べ４万８,８０
０世帯，１５．４％増加した。 

      また，７５歳以上の世帯員がいる主世帯は１８万２,５００世帯で，平成１０年と     
比べて２３．６％増加し，主世帯全体の１８．６％を占めており，急速に高齢化が進

んでいることが分かる。 
 
      

図－９  高齢者のいる主世帯の推移－茨城県
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１３  高齢者のいる世帯の住宅の所有状況 
      高齢単身世帯の２割以上が借家に居住 
      ６５歳以上の世帯員がいる主世帯を「高齢者のいる主世帯」とし，その世帯を次の
３つの型に区分する。 

    ①  高齢単身主世帯   ６５歳以上の単身者のみの主世帯 
    ②  高齢夫婦主世帯   夫婦とも若しくはいずれか一方が６５歳以上の夫婦一組のみ 
                         の主世帯 
    ③  その他の高齢者主世帯   高齢者のいる主世帯から上記の二つを除いたもの 
      高齢者のいる主世帯について，住宅の所有関係別割合をみると，持ち家が９３．    
０％，借家が７．０％となっており，主世帯全体（それぞれ７０．１％，２８．４％）

に比べて持ち家の割合が高くなっている。 
      一方，高齢単身主世帯では，持ち家の割合が７６．９％，借家の割合が２２．９％
となっており，高齢者のいる主世帯に比べて持ち家の割合が低く，借家の割合が高く

なっている。 
 

図－１０  高齢者のいる主世帯の世帯の型別住宅所有関係別割合－

茨城県（平成15年）
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１４  住宅・土地の所有状況 
      土地を所有する世帯は６４％ 
      平成１５年１０月１日現在の世帯における住宅と土地の所有状況をみると，住宅    
を所有する世帯が６５万６,０００世帯，土地を所有する世帯が６３万世帯となってお
り，それぞれ普通世帯９８万９,０００世帯の６６．３％，６３．７％となっている。 
  土地を所有する世帯のうち，現住居の敷地を所有するのは６０万５,０００世帯，   
現住居の敷地は所有しないがそれ以外の土地を所有するのは２万５,０００世帯で，そ
れぞれ普通世帯の６１．２％，２．５％となっている。 

 
 
 １５  世帯の家計を主に支える者の従業上の地位からみた住宅・土地の所有状況 
      自営業者で住宅と土地の所有率が高い 
      世帯の家計を主に支える者の従業上の地位別に住宅の所有率をみると，「農林・漁 
    業業主」が９５．７％，「商工・その他の業主」が８３．９％と，これらの自営業者      
    で率が高くなっている。 
      雇用者では，「官公庁の常用雇用者」が７４．６％と，「会社・団体・公社又は個人 
    に雇われている者」の６６．０％より高くなっている。 
      世帯の家計を主に支える者の従業上の地位別の土地所有率についても，住宅所有率      
    と同様の傾向となっている。 
 

図－１１  世帯の家計を主に支える者の従業上の地位別住宅と
土地の所有率－茨城県（平成15年）
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